
事業事前評価表 

 

１．案件名 

国名：イラク共和国 

案件名：ハルサ発電所改修事業 

L/A 調印日：2015 年 2 月 23 日 

承諾金額：20,224 百万円 

借入人：イラク共和国政府（The Government of the Republic of Iraq） 

 

２．事業の背景と必要性  

(1) 当該国における電力セクターの開発実績（現状）と課題 

イラク国では、1980年代以降、3度にわたる戦争と長年の経済制裁の影響により、

発電所や送配電施設等の電力インフラの破壊と老朽化が進行した。2003年のイラク戦

争終結以降、電力インフラの復旧は徐々に進捗しているものの、2013年現在、イラク

では16,000～18,000MW 程度の需要に対して、約12,000MWの電力供給能力しかなく、1

日に10時間以上の停電も珍しくない。不十分且つ不安定な電力供給は、暴動等の社会

不安を惹起する一因となっているのみならず、医療や上下水道等の社会セクター開発

及び産業の発展に対する重大な阻害要因ともなっている。 

 

(2) 当該国における電力セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

イラク政府は「国家開発計画（2013～2017 年）」において、(1)電力供給システムの

強化と電力需要に見合う供給、(2)一人当たりの電力供給量の増加（2017 年の一人当

たりの電力供給量目標を 3,700kWh に設定）、(3)電力システムの効率性改善と劣化防

止等の電力セクターの目標を掲げている。特に電力供給に関しては、供給量を確保す

べく発電所の建設を進めている。本事業はバスラ県のハルサ発電所を改修し、電力供

給の安定化を図ることで、同国の開発目標の達成に寄与する事業と位置付けられる。 

 

(3) 電力セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

我が国は対イラク共和国国別援助方針（2012 年 6 月）において「経済基礎インフラ

の強化」を重点分野の一つとして位置付けており、電力復興はこれら方針に合致する。

また、事業展開計画でも「経済基礎インフラの強化」を重点分野とし、民間セクター

の活性化の基盤となる電力等のインフラ整備を進めることとしている。我が国の電力

セクターへの支援としては、2005～2006 年度に無償資金協力、2007～2009 年度に 5

件の有償資金協力を実施している。また、JICA の対イラク研修実績全体の 30%にあた

る 1,582 名を対象に電力分野（発電所運営維持管理、送配電整備等）の研修を実施し

ている（2003～2013 年度）。 

 

(4) 他の援助機関の対応 

2003年のイラク戦争終結後、米国、UNDP、世銀をはじめとする多数のドナーが発電

所整備等の緊急復興支援を実施している。 

円借款用 



 

(5) 事業の必要性 

上記のとおり、本事業はイラクの課題・開発政策ならびに我が国及び JICA の援助

重点分野と整合していることから、JICA が本事業の実施を支援する必要性・妥当性は

高い。 

 

３．事業概要 

(1) 事業の目的 

本事業は、バスラ県で最大級の発電所で、経年劣化等により出力、稼働率ともに低

下しているハルサ発電所の 4 号機（定格容量 200MW）を改修することにより、イラク

国内の電力供給能力の回復を図り、もって同国の経済・社会復興に寄与するもの。 

 

(2) プロジェクトサイト/対象地域名 

バスラ県ハルサ 

 

(3) 事業概要 

1) ハルサ発電所 4号機（定格容量 200MW）の改修（ボイラー、タービン、計装制御、

発電機、絶縁体の改修、技術移転トレーニング等） 

2) コンサルティング・サービス（施工監理支援、運営・維持マニュアルの作成、

技術支援 等） 

 

(4) 総事業費 

20,463 百万円（うち円借款対象額：20,224 百万円） 

 

(5) 事業実施スケジュール 

2015 年 2 月～2019 年 9 月（計 55 か月）。建設事業完了時（2018 年 10 月）をもって

事業完了とする。 

 

 (6) 事業実施体制 

 1) 借入人：イラク共和国政府（The Government of the Republic of Iraq） 

 2) 保証人：なし 

 3) 事業実施機関：イラク電力省（MOE:Ministry of Electricity） 

 4) 操業・運営／維持・管理体制：上述 3)と同じ 

 

(7) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境社会配慮 

① カテゴリ分類：B 

② カテゴリ分類の根拠：本事業は「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」

（2010 年 4 月公布）に掲げる火力発電セクターのうち大規模なものに該当せ

ず、環境への望ましくない影響は重大でないと判断され、かつ、同ガイドライ



ンに掲げる影響を及ぼしやすい特性及び影響を受けやすい地域に該当しない

ため。 

③ 環境許認可：本事業に係る環境影響評価（EIA）報告書は、同国国内法上作成

が義務付けられていない。 

④ 汚染対策：工事中の水質、騒音・振動への影響については、汚染物質の仮設タ

ンクでの保管及び分別処理、低騒音・低振動型機材の使用により、供用時の大

気への影響については、バーナー更新及び燃料調整により、現状より低減する

ことが想定され、重大な負の影響は想定されない。 

⑤ 自然環境面：事業対象地域は国立公園等の影響を受けやすい地域またはその周

辺に該当せず、自然環境への望ましくない影響は最小限であると想定される。 

⑥ 社会環境面：既設発電所の敷地内での改修事業であり、新たな用地取得及び住

民移転を伴わない。 

⑦ その他・モニタリング：工事中の大気質、水質、騒音・振動、廃棄物処理等及

び供用時の大気質、水質、河川水質および地下水、廃棄物処理等について、イ

ラク電力省がモニタリングを実施する。 

2) 貧困削減促進：特になし 

3) 社会開発促進（ジェンダーの視点、エイズ等感染症対策、参加型開発、障害者

配慮等）：特になし 

 

(8) 他スキーム・他ドナー等との連携 

当該分野での発電所維持管理等の研修とのシナジー効果が見込まれる。 

 

4. 事業効果 

(1) 定量的効果 

1)アウトカム（運用・効果指標） 

指標名 
基準値 

（2013 年実績値） 

目標値 

（2020 年）（事業完成 2年後） 

最大出力 (MW) 140 200 

設備利用率 (%) 70.1 85 

発電端熱効率 (%) 32.9 35 

原因別の停止時間

（時間/年） 

機械故障 315.3 0 

人的ミス 0 0 

計画停電 1,910 1,296 

送電端電力量 (MWh/年) 859,706.4 1,489,200.0 

 

(2) 定性的効果 

経済・社会開発の促進および大気汚染の緩和が見込まれる。 

 

(3) 内部収益率 



以下の前提に基づき、本事業の経済的内部収益率（EIRR）は 23.1％、財務的内部

収益率（FIRR）は 3.6％となる。 

【EIRR】 
費用：改修事業費、 燃料費、 運営・維持管理費 (税金を除く) 

便益：ディーゼル内燃エンジンと石油発電による経済価値の差 

プロジェクト・ライフ：10 年 

【FIRR】 

費用：改修事業費、 燃料費、 運営・維持管理費 (税金を除く) 

便益：電気料徴収額 

プロジェクト・ライフ：10 年 

 

5. 外部条件・リスクコントロール 

治安の悪化。 

 

6. 過去の類似案件の教訓と本事業への適用 

(1) 類似案件からの教訓 

 ケニア「モンバサディーゼル発電プラント建設事業」の事後評価等より、実施機関

の自助努力とメーカー側からの適切なサポートが事業の自立発展性を高めること、ま

たチュニジア「ラデス火力発電所建設事業」の事後評価等からは、事業実施機関の維

持管理要員の確保及びトレーニングのあり方に十分配慮すべきとの教訓が得られて

いる。また、現在世銀の支援により実施されているハルサ発電所２号機、３号機の改

修では、コントラクター（露企業）が用意したボイラーが本体に適合しない、現場の

指導者が不在などの事情により事業の進捗が遅延していることも、教訓として捉えら

れる。 

 

(2)本事業への教訓の活用 

 事業の運営・維持管理機関であるMOEは、経済制裁期間・紛争前後を通じて本発電

施設を運営・維持管理してきているが、今般改修事業では技術者の知識・技術を更新

するため、メーカーによるトレーニングが事業内容に含まれており、運営・維持管理

体制の一層の強化を図ることとしている。また、コントラクター選定時には、提示さ

れた資機材の適合性のみならず、コントラクターの実施体制についても十分確認する

こととする。 

 

7. 今後の評価計画 

(1) 今後の評価に用いる指標 

1) 最大出力 (MW) 

2) 設備利用率 (%) 

3) 発電端熱効率 (%) 

4) 原因別の停止時間（機械故障、人的ミス、計画停電）(時間/年) 

5) 送電端電力量 (MWh/年) 



6) 経済的内部収益率（EIRR） 

7) 財政的内部収益率（FIRR） 

(2) 今後の評価のタイミング 

事業完成 2年後 

以 上  


